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日本 PC サービス株式会社との資本業務提携に関するお知らせ 

 

当社は、平成 30年 7月 18 日開催の取締役会において、日本ＰＣサービス株式会社（コー

ド：6025、以下、「日本 PC サービス」といいます。）と資本業務提携（以下、「本資本業務提

携」といいます。）を行うこと、及び、日本 PCサービスが当社に対し、第三者割当により発

行する新株式（以下、「本新株式」といいます。）及び新株予約権（以下、「本新株予約権」

といいます。）を引受けることについて決議しましたので、お知らせいたします。 

 

１．資本業務提携の理由 

当社は、日本初、最大級の Q&A サイト「OKWAVE」を運営しており、3,600 万件以上の Q&A

データベースとそれに紐付いた 4,600 万件を越える“感謝”にまつわるデータベースを有し

ております。「OKWAVE」においては、企業や士業等の専門家を含む様々な立場の回答者が、

悩みを抱えた質問者らに優れた回答を無償で提供しています。質問の中には PCやデジタル

機器のサポートに関する内容も非常に多く、デバイスが多岐にわたる現代社会において、ど

こに問い合わせをすれば良いか分からない質問者の多くが、「OKWAVE」を高頻度に利用する

傾向があります。また、平成 30 年 4 月 4 日には、「OKWAVE」をベースに、感謝を価値化する

新たな経済圏「感謝経済プラットフォーム」※の開発に着手し、同年 5月 22 日には、自分

が他者からどのくらい感謝されているかを可視化する「感謝指数レーダーチャート」の提供

を開始、さらには同年 6月 26日には、感謝の気持ちを贈り合うことを促進するサイト内ト

ークン「OK-チップ」の提供を開始しました。当社はこれまで「感謝経済プラットフォーム」

上に展開しうる様々なユースケース（利用例）を検討しており、感謝を経済価値化し、その

価値を供給するパートナーを模索してまいりました。 

他方、パソコン等の総合サポートサービスを展開する日本 PC サービスは、訪問サポート

やリモートサポート等により、法人・個人に対し、PC・デジタル機器の設定・修理のサービ

スを展開しています。PC・デジタル機器の設定・修理に悩むユーザー属性は、当社の展開す

る「OKWAVE」上で PC やデジタル機器の質問と回答を行うユーザー属性と非常に近いことか

ら、日本 PC サービスに依頼する前段階の問い合わせを「OKWAVE」ユーザーが回答し、より

手厚いサポートや修理が必要なユーザーを日本 PCサービスに誘導するマーケティング連携

を行うことでユーザーの早期の問題解決を図る協業を検討するに至りました。また、当社の

展開する「感謝経済プラットフォーム」上に日本 PC サービスが展開することで、当社は「感

謝経済プラットフォーム」における提供サービスの拡大によるユーザーの拡充と感謝経済

圏のユースケースが得られる一方、日本 PCサービスは「感謝経済プラットフォーム」を活



   

用し、感謝価値に応じたサービスメニューを提供するなどによる顧客の拡充といった効果

が得られるため、また、日本 PC サービスの資本増強ニーズがあり、この業務提携効果の最

大化を図るため、本資本業務提携について協議し、締結するに至りました。 

※「感謝経済プラットフォーム」とは、当社の AI・ブロックチェーン技術により、「良い

ことをしたらよい評価が返ってくることと、善意や感謝により加点され、社会の様々な場面

で優待される」ことを目標として、他者からどのくらい感謝されているかをスコア化した

「感謝指数」や「OKWAVE」のユーザー同士が感謝の気持ちとして贈ることができるサイト内

トークン「OK-チップ」を活用し、ユーザーがプラットフォーム内で参加企業からサービス

を受けられることを可能とする当社の提供するサービスを総称したものとなります。 

 

２．資本業務提携の内容 

（１）業務提携の内容 

当社と日本PCサービスは、当社の有するAI・ブロックチェーン技術の知見を活用し、

日本 PCサービスの展開するパソコン総合サービス事業の加速化を実現するための共

同事業を展開することに合意し、現時点において合意している共同事業に関する業

務提携の概要は、以下のとおりです。 

①当社は、自社で展開する Q&A サイト「OKWAVE」を通じて、日本 PC サービスの展開す

るパソコン・デジタル機器の設定・修理サービスのマーケティングプロモーションを

展開する。 

②日本 PCサービスは、自社で展開するサービスの顧客に対し、「OKWAVE」への動線を用

意し、顧客のパソコン・デジタル機器の設定・修理サービス等の課題をオンライン上

で解決できる専用サイトを構築する。 

③当社は、自社の展開する「感謝経済プラットフォーム」におけるノウハウを日本 PC

サービスと共有するとともに、感謝価値がチップとして顧客より付与される仕組み

の構築を目指す。また、日本 PC サービスが「OK-チップ」を発行するためのソフトウ

ェア開発を当社が受託する。 

④当社と日本 PC サービスは、将来的には同社独自のトークンを開発し、ブロックチェ

ーンを活用した顧客管理の効率化や同社サービスに対して当該トークンを利用し決

済を行うことにより感謝経済を実現するなど、新たなサービスの可能性を模索する。 

 

（２）資本提携の内容 

本資本業務提携に伴い、日本 PC サービスは当社に対し、普通株式 130,000 株及び新株予

約権 1,300 個（潜在株式数 130,000 株）を割り当てます。 

＜本新株式＞ 

（１） 異 動 前 所 有 株 式 数 
０株（議決権の数：０株） 

（議決権所有割合：０％） 

（２） 取 得 株 式 数 130,000 株 

（３） 取 得 価 額 99,060,000 円（１株 762 円） 

（４） 異 動 後 の 所 有 株 式 数 
130,000 株 

（議決権所有割合 8.35％） 

＜本新株予約権＞ 



   

（１） 取 得 新 株 予 約 権 数 1,300 個 

（２） 取 得 価 額 
968,500 円 

（新株予約権１個につき 745 円） 

（３） 潜 在 株 式 数 130,000 株（新株予約権１個につき 100 株） 

（４） 行 使 価 額 １株当たり 762 円（行使総額 99,060,000 円） 

※全ての本新株予約権を行使した場合の議決権所有割合は 15.41％となりますが、当社は、

本新株式については長期保有する方針であるものの、本新株予約権については株式市

場の動向を加味しながら売却する方針であります。 

※議決権所有割合は小数第３位を四捨五入しております。 

 

３．本資本業務提携の相手方の概要 

（１） 名 称 日本 PC サービス株式会社 

（２） 所 在 地 大阪府吹田市広芝町９番３３号 

（３） 
代 表 者 の 

役 職 ・ 氏 名 
代表取締役社長 家喜信行 

（４） 事 業 内 容 
パソコン・電化製品・ホームネットワーク等の総合サポー

トサービス・コールセンター運営 

（５） 資 本 金 ２億 1,055 万円（平成 2９年 8 月 31 日現在） 

（６） 設 立 年 月 日 平成 13 年９月 

（７） 
大株主及び持株

比 率 

家喜 信行（44.85%） 

ジャパンベストレスキューシステム株式会社（12.73%） 

ＳＰＲＩＮＧ株式会社（7.00%） 

（平成 30 年２月 28 日現在） 

（８） 

上 場 会 社 と 

当 該 会 社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 
該当事項はありません。 

（９） 当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態 

決算期 平成 27 年８月期 平成 28 年８月期 平成 29 年８月期 

 連 結 純 資 産 364 百万円 178 百万円 126 百万円 

 連 結 総 資 産 1,014 百万円 1,033 百万円 924 百万円 

 １ 株 当 た り 純 資 産 273.45 円 134.46 円 88.72 円 

 連 結 売 上 高 － 3,925 百万円 3,478 百万円 

 連 結 営 業 損 失 （ △ ） － △79 百万円 △44 百万円 

 連 結 経 常 損 失 （ △ ） － △75 百万円 △42 百万円 

 
親会社株主に帰属する当期

純 損 失 （ △ ） 
－ △187 百万円 △92 百万円 

 
 

１株当たり当期純損失（△） 
－ △141.54 円 △69.15 円 

※平成 27 年８月期については連結財務諸表の作成初年度であり、また、連結子会社のみなし取

得日を連結会計年度末日としていることから、貸借対照表のみを連結しているため、連結貸借対

照表項目のみを記載しております。 

 

４．日程 



   

（１） 本資本業務提携に関する取締役会決議日 平成 30 年 7 月 18 日 

（２） 
本資本業務提携と株式及び新株予約権の

引受に関する契約締結日 
平成 30 年 7 月 18 日 

（３） 本新株式及び本新株予約権の払込期日 平成 30 年８月９日 

 

５．今後の見通し 

今期（平成 31年６月期）の業績へ与える影響は軽微となる見通しですが、今後、開示す

べき事項が生じましたら、速やかに開示いたします。 

 

 

以 上 

 


